
様式１

政府統計コード

基幹・一般の別(選択記入)

調査の名称

○

特記事項

基幹統計以外の重要な統計の作成に利用

その他（将来の空港計画等に必要な航空需要予測の基礎データ等で利用）

政府内における調査結果の利活用状況

※該当するものを選択(複数選択可)

重要な政策の立案・実施・評価の直接の根拠資料として利用

国が給付する手当や給付金の算定根拠として利用

月例経済報告に利用

基幹統計の作成に利用

点検・評価の様式（手引版雛形）

00600820

その他の一般統計調査

国際航空旅客動態調査



①　調査計画との整合性確保等の観点

調査計画との整合性
（整合している場合チェック）

 (注１)「※」を付している一般統計調査の点検項目については、調査事項の10%未満の変更等、承認を要しない「軽微な変更｣の範囲や公表内容との整合性に留意して点検を実施

（注２）不整合は生じていないものの、調査計画の改善を検討（予定）している事項がある場合はシート②で記載

３.報告者数等※

２.調査対象の範囲 ※

４.報告事項とその基準期⽇ ※

１.調査の⽬的

５.報告の⽅法 ※

６.報告を求める期間 ※

７.集計事項※

９.使⽤する統計基準
８.結果の公表⽅法及び期⽇ ※ 調査結果の公表の⽅法及び期⽇

10.調査票情報の保存 調査票情報の保存期間及び保存責任者

報告を求める個⼈⼜は法⼈その他の団体(報告者)の数等

報告を求める事項及びその基準となる期⽇⼜は期間

11.⽴⼊検査 基幹統計調査のみ

報告を求めるために⽤いる⽅法

全項⽬整合



②　統計の品質確保・向上を図るための統計作成プロセスの水準の段階的な向上の観点

業務マニュアル等の
整備・共有の状況

及び

実際の業務の実施状況

の確認等

見直し・改善の概要(自由記入)
見直し・改善の内容（左記の類型）

（該当するものを選択、複数選択可能）
対応状況

(選択記入)

調査計画の見直し・改善 調査計画の変更申請

○ 業務マニュアル等の整備・充実・改善 調査計画の軽微変更

品質の表示 ○ 業務マニュアルの整備・充実

変更管理の実施 実施方法の見直し

遅延調査票への対応 その他

外部委託先からの意見や改善提案の聴取

ＤＸの実施、データのデジタル化

システムの要件・仕様の可視化

プロセス診断結果の取り込み

その他プロセスの段階的な向上に向けた取組

記入欄
No.１

対応中/対応予
定

見直し・改善の対応方法・手段
(複数選択可能)

既存の業務マニュアルについて、総務省（統計局）が示す「統計作成ガイドブック」に基づき、一般的な「統
計作成プロセス」の 全体像及びフローを整理し、個々のプロセス毎に具体的な業務内容、留意点等を充実す
る。

課題なし

課題あり、⾒直し・改善を実施（予定含む）

その他（例：課題精査中、課題はないが⾒直し・改善を実施（予定含む）等）



③　必要な精度の確保・向上の観点

目安としている
指標の設定時期

(自由記入)

今回調査
(又は前回調査)

前回調査
(又は前々回調査)

前々回調査
(又は前々前回調査)

達成精度

回収率・回答率

○ 回収調査票数

カバレッジ

その他

設定なし

１ 調査の実施目的を確保するため
の精度管理の実施状況

目安としている指標の設定状況
目安としている指標の具体的推移

(自由記入。別紙も可)

精度管理の目安と
している指標区分
※該当するものを
選択(複数選択可)

目安としている指標の具体的な
設定内容･考え方等

(自由記入。別紙も可)

別添1を参照 別添2を参照
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別 添 １  

目標サンプルサイズの設定について  

 

出国旅客アンケートの抽出率  

アンケート調査は前回同様、一年間のうち 8月（ピーク時）と 11月（オフ

ピーク時）の 1週間ずつの計 2週間を対象とする。この 2週間の平均が年間の

流動を表していると仮定しているため、年間値としての精度を確保するため

には、各週の調査精度を確保することが必要である（※）。  

そこで、サンプル抽出率を、週間の母数と相対誤差・信頼区間・カテゴリ

ー数の関係から下式により空港別に設定する。  

（※）ただし令和２年度は、中止とする。  

 

  

 

 

 

 

      ＲＳＤ：相対誤差  

      Ｋ   ：信頼区間の定数  

           （信頼度 95％のとき 1.96・信頼度 90％のとき 1.64）  

      ＺＫ  ：カテゴリ－数  

      ｒ   ：抽出率  

      Ｎ   ：母集団総数  

 

 ここで、上式の信頼度・相対誤差ＲＳＤ・カテゴリー数ＺＫを空港ごとに

下の表１のように設定する。  

 

表１  抽出率算定指標  

 

空   港  信頼度  相対誤差ＲＳＤ  カテゴリー数ＺＫ  

成田・羽田  95％  0.20  目的２×国籍２×発地４×行先２＝ 32 

関西・中部  95％  0.20  目的２×国籍２×発地３×行先２＝ 24 

福   岡  90％  0.20  目的２×国籍２×発地３×行先１＝ 12 

そ  の  他  90％  0.20  目的１×国籍２×発地３×行先１＝６  
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抽出率算定式から必要サンプルサイズを試算する作業は、請負業者により行

われる。  

参考までに令和元年度調査においては、表２のように目標サンプルサイズ

を得ている。なお、地方空港のように週当たり便数の少ない空港で前記算定

式を用いて抽出率ｒを算定すると、 1便当たりの旅客に対する抽出率が 6 0％

近くになってしまう。しかし、もともと旅客の特性に偏りのある特定の 1便

に対してだけ抽出率を高く設定しても統計的に意味がない。そこで 1便当た

りのサンプルサイズの最高限度を定めて、それ以上のサンプルは採取しない

こととする。  

1便当たりのサンプルサイズの最高限度は、投入する調査員の数等から決

まる調査の効率等を勘案して 30サンプルとする。抽出率算定式を用いて算定

されるサンプルサイズＦと 1便当たりのサンプルサイズの最高限度より算定

されるサンプルサイズＨとを比較して、小さい方の数を採用し、さらに日本

人・外国人比率を考慮して最終サンプルサイズＫ及びＬを設定する。ただし、

ここで設定した目標サンプルサイズが便数×30で決まっている場合はそのサ

ンプルサイズを最低値とし、算定式より求められるサンプルサイズを目標と

する。  

 

表２  空港別目標サンプルサイズの算定（１週間当たり）（令和元年度調査

時）  
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トランジット旅客アンケートの抽出率  

出国旅客と同様の方法で抽出率を設定する。  

トランジット旅客についても、抽出率算定式から必要サンプルサイズを試

算する作業は、請負業者により行われる。  

信頼度・相対誤差ＲＳＤは出国旅客と同様に 95％・ 0 .20を用いる（表３）。

カテゴリー数については、成田空港では目的 2×国籍 2×行先 2＝ 8、関西空港

及び東京国際空港では目的 2×国籍 1×行先 2＝ 4とする。この結果、目標サン

プルサイズは表４のように得られている。  

 

表３  トランジット旅客アンケート抽出率設定指標  

空    港  信頼度   相対誤差ＲＳＤ  カテゴリー数ＺＫ  

成    田  95％  0.20  目的２×国籍２×行先２＝８  

関 西 ・ 羽 田 95％  0.20  目的２×国籍１×行先２＝４  

 

表４  トランジット旅客アンケート目標サンプルサイズの算定  

(１週間当たり )（令和元年度調査）  

 

 

 



別添２ 

国際航空旅客動態調査 過去に実施した調査の回収率（平成 27年度～令和５年度） 

年度 
回収標本数(A) 配布標本数 

(B) 

回収率 

(A/B) 5月 8月 11月 1月 合計 

平成 27年度  18,215 18,167  36,382 36,382 100 

平成 28年度  18,506 17,984  36,490 36,490 100 

平成 29年度  18,183 18,197  36,380 36,380 100 

平成 30年度  19,146 19,066  38,212 38,212 100 

令和元年度  19,689 19,029  38,718 38,718 100 

令和２年度 調査中止 

令和３年度  215 5,750  5,965 5,965 100 

令和４年度 8,055 8,557 9,617 10,801 37,030 37,030 100 

令和５年度 13,397 13,909 16,080 16,984 60,370 60,370 100 

※A欄の回収標本数については有効回答数を示す 

※令和３年度について、８月調査は中部空港、11月調査は成田・関西・中部・羽田・福岡の５空港 

※令和４年度について、５月調査は成田・関西・中部・羽田・福岡の５空港、８月調査は新千歳を加えた６空港、11月調査は那覇を加えた７空

港、１月調査は仙台・広島・高松を加えた 10空港 

 


